
入札説明書 

 
国立療養所栗生楽泉園（宿舎地区）における境界確定測量及び登記業務の調達に係る入

札公告（平成２９年７月１０日付）に基づく入札については、会計法（昭和２２年法

律第３５号）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）、契約事務取

扱規則（昭和３７年大蔵省令第５２号）、国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（昭和５５年政令第３００号）に定めるもののほか、この入札説明書によるものと

する。 
 
１．契約担当官等 

支出負担行為担当官 
国立療養所栗生楽泉園事務部長 安野 豊 

 
２．調達内容 
（１）件  名：国立療養所栗生楽泉園（宿舎地区）境界確定測量及び登記業務 
（２）特 質 性：入札説明書及び仕様書による 
（３）履行期間：契約締結日の翌日から平成２９年１０月３１日 
（４）履行場所：国立療養所栗生楽泉園内字滝尻原６４１－１２ 
（５）納入場所：群馬県吾妻郡草津町大字草津乙６４７ 

国立療養所栗生楽泉園 
（６）入札方法：入札金額については、上記備品等の単価について入札する。開札の結果、

各人の入札価格が予定価格を超過したときは再度入札を行う。また、落札決定に当た

っては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に

記載し提出しなければならない。上記開札の結果、各人の入札価格が予定価格を超過

したときは、直ちに再度の入札を行う。 
（７）入札保証金及び契約保証金：免除する。 
 
３．競争参加資格 
（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 
   なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意

を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 
（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 
（３）次の事項に該当する者は、競争に参加させないことがある。 

ア 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者。 
イ 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者。 



（４）平成２８・２９・３０年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）「測量・建設

コンサルタント等」のＢ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ、関東甲信越地域の競争参加資

格を有する者であること。 
（５）担当技術者は、主任技術者のもとで業務を担当する者で、請負者が定めた者をいう。 
  また、請負者は業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その他必 
  要な事項を監督職員に提出するものとする。尚、担当技術者が複数にわたる場合は３ 
  名までとする。 
（６）何らかの事由により本業務を遂行することが困難となった場合に備え、あらかじ    

め代行業者を定め代行契約を締結していることを証明した者であること。また、代行

保証に係る書類を当園に事前提出すること。 

（７）入札時において厚生労働省から指名停止を受けている期間中ではないこと。 
（８）入札に参加を希望する者は、入札書の提出時に、支出負担行為担当官が別に指定す

る暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければならない。 
（９）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直

近２年間（⑤及び⑥については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 
  ①厚生年金保険 ②健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）③船員保険 
  ④国民年金 ⑤労働者災害補償保険 ⑥雇用保険 
   注 各保険料のうち⑤及び⑥については、当該年度における年度更新手続を完了す

べき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日

以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認め

られているものについては納付期限が到来しているものに限る。）こと。 

（10）一般競争参加者資格に関する問い合わせ先は、次のとおりである。 
〒３７７－１７１１ 
群馬県吾妻郡草津町大字草津乙６４７ 
国立療養所栗生楽泉園事務部会計課 施設管理係 

 
４．入札書の提出場所等 

入札書は、電子調達システムにより提出するものとする。ただし、紙により入札の参

加を希望する場合は、別紙により事前に申し出る必要があります。 
また、電子調達システムによる入札の場合には、当該システムに定める手続きに従い、

提出期限までに入札書を提出しなければならない。 
なお、入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができな

い。 
（１）電子調達システムにより入札を行う場合 

入札書の提出期限 
平成２９年７月２７日（木）１７時００分 

（電子調達システムに到着するように提出すること。なお、電子入札する場合には、通

信状況により提出期限時間内に電子調達システムに入札書が到着しない場合があるので、

時間の余裕を持って行うものとする。） 
 （２）紙により入札を行う場合 



ア 入札書の提出期限 
平成２９年７月２７日（木）１７時００分 

（郵送の場合は提出期限の前日までに到着するように送付し、かつ、当園が受領した

ことの確認をする必要がある。） 
イ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒３７７－１７１１ 群馬県吾妻郡草津町大字草津乙６４７ 
国立療養所栗生楽泉園 事務部会計課施設管理係 

TEL０２７９－８８－３０３０ 内線２２５ 
ウ  入札書の提出方法 
（ア） 競争参加資格者の場合（本店の代表者が直接入札する場合） 

（別紙１）の様式にて作成し、直接提出する場合は封筒に入れ封印し、かつ、その

封皮に氏名（ 法人の場合はその名称又は商号）、宛名（国立療養所栗生楽泉園支

出負担行為担当官と記載）及び「平成２９年７月２８日開札 国立療養所栗生楽

泉園（宿舎地区）境界確定測量及び登記業務 入札書在中」と朱書きしなければ

ならない。本店の代表者が直接入札する場合は委任状の提出は要しない。 
（イ） 競争参加資格者以外の場合（各支店・営業所等） 

① 支店長・営業所長が入札する場合（代理人） 
入札書は（別紙２）の様式にて上記ウの（ア）と同じとする。委任状については、

競争参加資格者からの委任状（別紙４）を提出するものとする。 
② 本店の社員が入札する場合（代理人） 
入札書は（別紙２）の様式にて上記ウの（ア）と同じとする。委任状については、

競争参加者からの委任状（別紙４）を提出するものとする。 
③ 支店・営業所等の社員が入札する場合（復代理人） 
入札書は（別紙３）の様式にて上記ウの（ア）と同じとする。 
委任状については、競争参加者からの支店長・営業所長等への委任状（別紙４）

及び支店・営業所長等から社員への委任状（別紙５）を提出するものとする。 
上記各委任状の提出がない入札書は無効となるので注意すること。 

エ  郵便（書留郵便に限る）により提出する場合は、二重封筒とし、表封筒に「平成 
２９年７月２８日開札 国立療養所栗生楽泉園（宿舎地区）境界確定測量及び登記 
業務 入札書在中」の旨朱書し、中封筒の封筒皮には直接提出する場合同様に氏名 
等を記し、上記４（２）イ宛に入札書の提出期限までに当園に必着するよう送付し 
なければならない。 

（３）入札の無効 
ア  本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者 

に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 
イ  国の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令（昭和 55 年政令第 

300 号）第８条第３項の規定に基づき入札書を受領した場合であって、当該資格審 
査が開札日時までに終了しない時又は資格を有すると認められなかった時は、当該 
入札書は無効とする。 

（４）入札の延期等 



入札者が相連合し、又は、不穏の挙動をする場合であって、競争入札を公正に執行す

ることができない状態にあると認められる時は、当該入札を延期し、又はこれを取り止

めることがある。 
（５）代理人による入札 

ア 代理人が電子調達システムにより入札する場合には、当該システムで定める委任 
の手続きを終了しておかなければならない。なお、電子調達においては、複代理人 
による応札は認めない。代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者 
の氏名又は商号、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記入して押印（外 
国人の署名を含む。）をしておくとともに、開札日時までに別紙４又は別紙４及び別 
紙５のいずれかの様式による代理委任状を提出しなければならない。 

イ 入札者又はその代理人は、本件調達にかかる入札について他の代理人を兼ねること 
ができない。 

 
５.開札 
（１）開札の日時及び場所 

平成２９年７月２８日（金） １１時００分 
国立療養所栗生楽泉園 事務本館３階 会議室 

（２）電子調達システムによる入札の場合 
電子調達システムにより入札書を提出した場合には、立会いは不要であるが、入札者

又はその代理人は、開札時刻には端末の前で待機しておくものとする。 
（３）紙による入札の場合 

ア  開札は、入札者又はその代理人を立ち合わせて行う。ただし、入札者又はその代 
理人が立ち会わない場合は、入札に関係のない職員を立ち合わせて行う。 

イ  入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することはでき 
ない。 

ウ  入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求 
めに応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状を 
提示又は提出しなければならない。 

エ  入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情があると 
認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

（４）再度入札の取扱い 
開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達し

た価格の入札がないときは、再度の入札を行う。なお、電子入札システムにおいては、

再入札通知書に示す時刻までに再度の入札を行うものとする。 
 
６．その他 
（１）契約手続に使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 
（２）入札者に要求される事項 

この一般競争に参加を希望する者は、封印した入札書の他に当該等級決定通知書の写

又は登録通知書の写を入札書に添付して、入札書の受領期間内に提出しなければならな



い。また、開札日の前日までの間において、支出負担行為担当官から当該書類に関し説

明を求められた場合は、これに応じなければならない。 
なお、入札者が提出した資料について当園で審査するものとし、その結果採用し得る

と判断された場合のみ、当該入札者を有効とする。 
（３）落札者の決定方法 

最低価格落札方式とする。 
ア 入札説明書４（１）又は（２）に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入 

札者であって、本入札説明書３の競争参加資格及び仕様書の要求要件をすべて満た 
し、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成さ 
れた予定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な入札を行った 
者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者に 
より当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、 
又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあ 
って著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をも 
って入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがあ 
る。 

イ 落札者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせ、 
落札者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が直接くじを引くこと 
ができないときは、入札執行事務に関係ない職員がこれに代わってくじを引き落札 
者を決定する。 

ウ 落札が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び金額 
を口頭及び電子調達システムの開札結果の通知書により通知するものとする。 

（４）契約書の作成 
ア  競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、延滞なく契約書を取り交わ 

すものとする。 
イ  契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、そ 

の者が契約書の案に記名押印し、更に支出負担行為担当官が当該契約書の案の送付 
を受けてこれに記名押印するものとする。 

ウ  上記のイの場合において支出負担行為担当官が記名押印したときは、当該契約書 
の１通を契約相手方に送付するものとする。 

エ  支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契 
約は確定しないものとする。 

（５）支払条件 
別紙契約書（案）に定めるとおり、業務の履行が行われた後適法な支払請求書を受理

した日から、３０日以内に契約金額を支払う。 
（６）障害発生及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は下記のとおりとする。 

・ヘルプデスク0570-014-889(平日8:30～18：30) 

・ホームページhttp://www.geps.go.jp/ 

ただし、申請書類、応札の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要する場合には、

４．（２）イの入札書の提出場所に連絡すること。 
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第 １ 章  総   則 
 

第１条 適用範囲 
１．本特記仕様書は、国土交通省関東地方整備局測量業務共通仕様書（昭和６１

年３月改正）（以下「共通仕様書」という。）でいう特記仕様書で、国立療養

所栗生楽泉園測量及び登記業務に適用する。 
２．本測量は、国立療養所栗生楽泉園測量及び登記業務委託であり、本特記仕様

書は共通仕様書を補完する。 
 

第２条 担当技術者 
１．「担当技術者」は、主任技術者のもとで業務を担当する者で、請負者が定めた

者をいう。 
２．請負者は、業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その

他必要な事項を監督職員に提出するものとする。尚、担当技術者が複数にわ

たる場合は３名までとする。 
３．担当技術者は、設計図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。 
 

第３条 測量の実施 
 本測量の実施にあたっては、測量調査等請負契約書・共通仕様書・設計図書・

関東森林管理局提出用成果については、関東森林管理局測定事業作業仕様書

に基づき実施するものとする。また本特記仕様書に明記なき事項等で疑義を

生じた場合は、監督職員と協議するものとする。 
 

第４条 訂正・補足 
 本測量の完了後においても、請負者の過失等に起因する不良箇所が発見され

た場合には、訂正・補足等を講じなければならない。 
 

第５条 打合せ協議 
 本測量に関する打合せ記録の整理は、受注者が行い提出するものとする。 

    尚、打合せ回数は２回以上実施することとし、業務着手時・業務完了時には

原則として主任技技術者が出席するものとする。 
 
第６条 履行期間 
    履行期間は、休日を含み契約締結日の翌日から平成２９年１０月３１日まで

とする。尚、休日には、日曜日、祝日、年末年始の他、履行期間の全ての土

曜日を含んでいる。 



第７条 成果物の提出 
１．業務は紙納品及び電子納品対象業務とする。 

  電子納品とは、調査・設計・工事などの各業務段階の最終成果を電子データで 
納品する事をいう。尚、書面における署名又は押印の取り扱いについては、 
別途監督職員と協議するものとする。 

２．成果品は、別に定める様式に署名・捺印の上、要領に基づいて作成した紙成

果品で１部、電子データを電子媒体で１部提出する。 
３．要領で特に記載がない項目については、原則として成果を電子化して提出す

る義務はないが、監督職員と協議の上、電子化の是非を決定する。 
 
 

第 ２ 章   測 量 内 容 
 

第８条 測量目的 
本測量は楽泉園内字滝尻原641番地12を確定し地積更正の登記を行うものである。 

 
第９条 測量内容 

本測量の実施箇所は別添図に示す箇所とし、測量内容については下記のとおりと

する。 
１．基準点測量 

  既設の３級基準点及び４級基準点測量を使用し、行うものとする。 
 ２．境界測量 

１ 境界測量は補助基準点以上の点を基礎とし、放射法によることを原則とする

が、必要に応じて、結合多角測量法で行うことができる。 
２ 土地所在図及び地積測量図の作成方法は不動産登記事務取扱手続き準則によ

る。 
 

第１０条 登記業務 
 本業務は土地の確定測量及び登記を目的とするものであり、各申請費用を含むもと

する。 
 
 

第 ３ 章   成  果  品 
第１１条 成果品 
  本測量の成果品は、以下に示すとおりとする。 

１．一筆地測量 



  土地所在図・地積測量図・国有林検測図・照合図・森林管理局確認証明 
２．登記事項証明書・申請書副本 
   
 

第 ４ 章   雑     則 
 

第１２条 機器の検定等 
  本測量作業に使用する機械器具については、（社）日本測量協会が検定し発行する

検定証明書又は、これに準ずる社内検定証明書を提出しなければならない。 
 
第１３条 賃与資料等 
  本測量の実施にあたり必要とされる既存資料等については、請負者の請求に伴い

賃与するものとする。 
 
第１４条 その他 

１．本測量実施のため現地に立ち入る時は、事前に監督職員と協議しその指示に

よるとともに、関係者との協調を保ち円滑に作業が出来るようにしなければ

ならない。尚、現地立ち入りに際しては、監督職員の賃与する腕章等の身分

証明を付けなければならない。 
２．本測量において現地作業に携わる者は、言動を慎み地域住民に誤解を招くこ

とのないよう十分に注意するとともに、万一問題が生じた場合には、速やか

に監督職員に報告し、その指示を受けるものとする。 
３．本測量を実施する上で、支障となる立木の伐採については、事前に監督職員

の了承を得てから行うものとする。 
 





 

設 計 書 鏡 １ 
００１ 

             施   設   名   称        国立療養所 栗生楽泉園 

 業   務   場   所 吾妻郡草津町大字草津字滝尻原 地先 

 業 務 名  国立療養所栗生楽泉園 字滝尻原 641-12 境界確定測量及び登記業務 

 設 計 区 分  実 施 設 計 書 

 履 行 期 限  平成２９年１０月３１日 

    

   

 
 



 

設 計 書 鏡 ２ 
００２ 

    

 原  設 計 額 請  負  額 変更 請 負 額 請負 増 減 額  

 （    ）     

   
 

業 務 概 要 
 

起 工 設 計 
    測量業務   1,200ｍ 
    立会申請業務 一式（国有林界 29 点・東京工業大学 1900 ㎡） 
    登記業務 地積更正登記 一式 
            
     

 



 

内 訳 書 
００３ 

工 事 細 別 単  位 数 量 単 価 金 額 単価コード 摘 要 

測量業務 式 1.00     

現地踏査 業務 1.00     

境界確認 ｋｍ 1.20    内国有林界 29 点 

境界測量 ｋｍ 1.20     

面積計算 万㎡ 21.81     

実測図作成 万㎡ 21.81     

地積測量図等作成 万㎡ 21.81     

国有林検測図等 ｋｍ 1200    森林管理署指示による 

 



 

内 訳 書 
００４ 

工 事 細 別 単  位 数 量 単 価 金 額 単価コード 摘 要 

立会申請業務 式 1.00     

森林管理署  ｋｍ 1.20     

東京工業大学敷地 ㎡ 1900     

       

        

小 計       

消費税相当額及び地方消費税相当額       

 合 計       

 



内 訳 書 
００５ 

工 事 細 別 単  位 数 量 単 価 金 額 単価コード 摘 要 

登記業務 式 1.00     

地積更正登記 件 1.00     

       

総 計       

 委託業務価格       

       

       

       

 
 



競争契約入札心得 

 

（目的） 

第１条 国立療養所栗生楽泉園所掌の契約に係る一般競争及び指名競争（以下「競争」と

いう）を行う場合における入札その他の取扱いについては、会計法（昭和 22 年法律第

35 号）、予算決算及び会計令（昭和 22年勅令 165 号。以下｢令」という。）、契約事務

取扱規則(昭和 37 年大蔵省令第 52 号）、その他の法令に定めるもののほか、この心得

の定めるところによるものとする。 

 

(一般競争参加の申出） 

第２条 一般競争に参加しようとする者は、令第 74 条の公告において指定した期日まで

に、令第 70 条の規定に該当する者でないことを確認することができる書類及び当該公

告において指定した書類を添え、契約担当官等（会計法第 29 条の３第１項に規定する

契約担当官等をいう。以下同じ。）にその旨を申し出なければならない。 

 

（入札保証金等） 

第３条 競争入札に参加しようとする者（以下｢入札参加者」という。）は、入札執行前に、

見積金額の 100 分の５以上の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を歳入歳出外現金

出納官吏又は取扱官庁に納付し、又は提供しなければならない。ただし、入札保証金の

全部又は一部の納付を免除された場合は、この限りでない。 

２ 入札参加者は、前項ただし書の場合において、入札保証金の納付を免除された理由が

入札保険契約を結んだことによるものであるときは、当該入札保証保険契約に係る保険

証券を契約担当官等に提出しなければならない。 

３ 入札参加者は、入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付し、又は提供する場合

は、関係職員の調査を受け、その面前においてこれを封かんのうえ、氏名及び金額を封

皮に明記して該当提出書（有価証券を提供する場合は、該当提出書及び印鑑）を添えて

差し出さなければならない。 

４ 入札参加者は、第１項本文の規定により提供する入札保証金に代わる担保が銀行又は

契約担当官等が確実と認める金融機関（以下「銀行等」という。）に対する定期預金債

権である場合においては、当該債権に質権を設定し、当該債権に係る証書及び当該債権

に係る債務者である銀行等の承諾を証する確定日付のある書面を提出しなければなら

ない。 

５ 入札参加者は、第１項本文の規定により提供する入札保証金に代わる担保が銀行等の

保証である場合においては、当該保証に係る保証書を提出しなければならない。 

６ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約締結後に、落札者

以外の者に対しては入札執行後にその受領証書と引換えにこれを還付する。 

 

(入札等） 

第４条 入札参加者は、仕様書、契約書案及び現場等を熟覧のうえ、入札しなければなら

ない。この場合において仕様書、図面、契約書案等について疑義があるときは、関係職

員の説明を求めることができる。 

２ 入札書は、様式１により作成し、封かんのうえ、入札者の氏名を表記し、公告又は通

知書に示した時刻までに、入札函に投入しなければならない。 

３ 入札書は、［入札保証金の全部の納付を免除された場合であつて、契約担当官等にお

いてやむを得ないと認めたときは］書留郵便をもって提出することができる。この場合

においては、二重封筒とし、表封筒に入札書在中の旨を朱書し、中封筒に入札件名及び

入札日時を記載し、契約担当官等あての親展で提出しなければならない。 

［注：［ ］は、当該契約が国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第

４条第１項に規定する特定調達契約に該当する場合に削除する。］ 



４ 前項の入札書は、公告又は通知書に示した時刻までに到達しないものは無効とする。 

５ 入札参加者は、代理人をして入札させるときは、その委任状を持参させなければなら

ない。 

６ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をす

ることはできない。 

７ 入札参加者は、令第 71 条第１項の規定に該当する者を入札代理人とすることはでき 

ない。 

 

※ 電子入札システムによる入札の場合は、第４条第２項を次のとおり取り扱う。 

２ 入札書は、電子入札システムの入力画面上において作成し、公告又は通知書に示した

時刻までに電子入札システムにより提出するものとする。ただし、契約担当官等の承諾

を得て、又は契約担当官等の指示により、書面にて提出する場合は、様式１により作成

し、入札書を封かんのうえ、入札者の氏名を表記し、公告又は通知書に示した時刻まで

に入札函に投入しなければならない。 

 

（入札の辞退） 

第４条の２ 指名を受けた者は、入札執行の完了に至るまでは、いつでも入札を辞退する

ことができる。 

２ 指名を受けた者は、入札を辞退するときは、その旨を、次の各号に掲げるところによ

り申し出るものとする。 

一 入札執行前にあっては、入札辞退届（様式２）を契約担当官等に直接持参し、又は

郵送（入札日の前日までに到達するものに限る。）して行う。 

二 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を、入札を執行す

る者に直接提出して行う。 

３ 入札を辞退したものは、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受

けるものではない。 

 

※ 電子入札システムによる入札の場合は、第４条の２第２項本文を次のとおり取り扱う。 

２ 指名を受けた者は、入札を辞退するときは、入札辞退届を電子入札システムの入力画

面上において作成の上電子入札システムにより提出し、又は次の各号に掲げるところに

より、書面にて提出するものとする。 

 

（公正な入札の確保） 

第４条の３ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第 54 号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格、

又は入札意思についていかなる相談も行わず独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示

してはならない。 

 

(入札の取りやめ等） 

第５条 入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執

行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は

入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

 

（無効の入札） 

第６条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 

一 競争に参加する資格を有しない者のした入札 

二 委任状を持参しない代理人のした入札 



三 所定の入札保証金又は保証金に代わる担保を納付し又は提供しない者のした入札 

四 記名押印を欠く入札 

五 金額を訂正した入札 

六 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

七 明らかに連合によると認められる入札 

八 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札 

九 その他入札に関する条件に違反した入札 

 

※ 電子入札システムによる入札の場合は、第６条第四号を次のとおり取り扱う。 

四 記名押印を欠く入札（電子入札システムによる場合は、電子認証書を取得してない

者のした入札） 

 

（入札書等の取り扱い） 

第６条の２ 提出された入札書は開札前も含め返却しないこととする。入札参加者が連合

し若しくは不穏の行動をなす等の情報があった場合又はそれを疑うに足りる事実を得

た場合には、入札書等を必要に応じ公正取引委員会に提出する場合がある。 

 

（落札者の決定） 

第７条 入札を行った者のうち、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は

最低の価格（会計法第 29 条の６第２項に規定する契約にあっては、価格及びその他の

条件が国にとつて最も有利なもの）をもって入札した者を落札者とする。ただし、国の

支払の原因となる契約のうち予定価格が 1000 万円を超える工事又は製造その他の請負

業務について、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内

容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締

結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当である

と認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最

低の価格（会計法第 29 条の６第２項に規定する契約にあっては、価格及びその他の条

件が国にとつて最も有利なものの次に有利なもの）をもって入札した者を落札者とす

る。 

２ 予算決算及び会計令第 85 条の基準に該当する入札を行った者は、契約担当官等の行う

調査に協力しなければならない。 

 

（再度入札） 

第８条 開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札

がないときは、直ちに再度の入札を行う。ただし、郵便による入札を行った者がある場

合において、直ちに再度の入札を行うことができないときは、契約担当官等が指定する

日時において再度の入札を行う。 

 

※ 電子入札システムによる入札の場合は、第８条を次のとおり取り扱う。 

第８条 開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札

がないときは、契約担当官等が指定する日時において再度の入札を行う。 

 

（同価格の入札者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

第９条 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、当該入札

をした者にくじを引かせて落札者を定める。 

２ 前項の場合において、当該入札をした者のうちくじを引かない者があるときは、これ

に代わつて入札事務に関係のない職員にくじを引かせる。 

 

 ※電子入札システムによる入札の場合は、第９条第１項を次のとおり取り扱う。 



第９条 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、契約担当官等が指

定する日時及び場所において、当該入札をした者にくじを引かせて落札者を定める。 

 

 

（契約保証金等） 

第 10 条 落札者は、契約書の案の提出と同時に、公告において示した契約保証金又は契約

保証金に代わる担保を納付し、又は提供しなければならない。ただし、契約保証金の全

部又は一部を免除された場合は、この限りでない。 

２ 第３条第２項の規定は、前項ただし書の場合について準用する。 

３ 落札者は、第１項本文の規定により契約保証金を納付する場合においては、あらかじ

め、現金を取扱官庁の保管金取扱店（日本銀行の本店、支店又は代理店）に振り込み、

保管金領収証書の交付を受け、これに保管金提出書を添えて取扱官庁に提出しなければ

ならない。 

４ 落札者は第１項本文の規定により契約保証金に代わる担保を提供する場合において、

当該担保が有価証券であるときは、あらかじめ、当該有価証券を取扱官庁の保管有価証

券取扱店（日本銀行の本店、支店又は代理店）に払い込み、政府保管有価証券払込済通

知書の交付を受け、これに保管有価証券提出書を添えて取扱官庁に提出しなければなら

ない。 

５ 第３条第５項の規定は、第１項の規定により提供する契約保証金に代わる担保が銀行

等または公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第

４項に規定する保証事業会社の保証である場合について準用する。 

 

（入札保証金等の振替え） 

第 11 条 契約担当官等において必要があると認める場合には、落札者に還付すべき入札保

証金又は入札保証金に代わる担保を契約保証金又は契約保証金に代わる担保の一部に

振り替えることができる。 

 

（契約書等の提出） 

第 12 条 契約書を作成する場合においては、落札者は、契約担当官等から交付された契約

書の案に記名捺印し、落札決定の日から７日以内に、これを契約担当官等に提出しなけ

ればならない。ただし、契約担当官等の書面による承諾を得て、この期間を延長するこ

とができる。 

２ 落札者が前項に規定する期間内に契約書の案を提出しないときは、落札は、その効力

を失う。 

３ 契約書の作成を要しない場合においては、落札者は、落札決定後すみやかに請書その

他これに準ずる書面を契約担当官等に提出しなければならない。ただし、契約担当官等

がその必要がないと認めて指示したときは、この限りでない。 

 

（異議の申し立） 

第 13 条 入札をしたものは、入札後、この心得、仕様書、契約書案及び現場等についての

不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

 

 

 


